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研究成果の概要（和文）：　ライティングの動機づけ支援によって、作文の内容量のみならず質的な向上もみら
れ、言語活動充実のための動機づけ支援と学習方略支援への実践的示唆が得られた。
　第一の成果は学術的貢献であり、学会での発表や学術論文などの学術成果を通して、ライティングへの動機づ
け支援の重要性を示した。第二の成果は実践的貢献であり、講演や校内研究での指導などの機会を通して、動機
づけ支援によるスクール・エンゲージメントの促進に関する実践的示唆を教育関係者に発信するものであった。

研究成果の概要（英文）：As a result of motivational intervention for writing the amount of contents 
as well as the qualities of compositions had improved. The result implied that how teachers and 
educators should support writing skills and motivation for writing in classroom.
The first outcome is an academic contribution. The importance of motivational support in writing was
 demonstrated through academic presentations and articles. The second outcome is a practical 
contribution. Through educational lectures and instruction for in-school research, we conveyed the 
significance of promoting school engagement with motivational support to educators and practioners.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　いかに児童のライティングを改善するかについては、これまで、作文の構造を教えるなどの学習方略研究を中
心に研究が進められてきた。しかしそこでは、“なぜ書くか、何のために書くのか”といった児童の動機づけ的
側面への注目が不十分であったという問題がある。
　本研究では、方略支援だけでなく、その理由や志向性に関わる動機づけ支援を行うことにより、ライティング
の質と量が向上する可能性を示すものであった。このことは、学習方略研究と学習動機づけ研究とを橋渡しする
ものであること、また、実際の教育場面でいかにスキルと動機づけを支援するかを考える重要な示唆となるこ
と、という意義があった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
わが国の児童・生徒の学力に関して、近年の全国学力テスト（全国学力・学習状況調査）の

結 果などから、学力の下げ止まりや学力格差の是正が見られ（国立教育政策研究所, 2013）、
学力低下問題については一定の解決が見られたといった評価が多い（例えば、朝日新聞社, 
2013）。しかしこれらの評価では、これらの学力テストの「結果」、すなわち得点や順位が主に
扱われており、学力の背後にある意欲、すなわち「動機づけ」の問題については十分に議論さ
れていないという問題がある（例えば市川, 2001 など）。実際に、例えば 2013 年の学習到達
度調査（ＰＩＳＡ）の結果でも、数学への興味や道具的動機づけは、ＯＥＣＤ加盟国 65 か国
の中でもっとも低く、2003 年の調査時と同様に最低の水準であり、わが国の児童・生徒の動機
づけの低さは、今日も大きな教育課題であり続けている。 
このようななか、教育心理学領域で最近注目されるエンゲージメント研究（Engagement 

Research）は、従来の適応概念を一歩進め、より積極的・能動的な活動への関与を意味してい
る。従来の多くの研究のように動機づけが学業成果に及ぼす影響にとどまらず、対人関係や社
会的側面への包括的で主体的な参与に対する影響を検討することは、上記のようなわが国の児
童生徒の学力および動機づけの課題を明らかにし、どのように動機づけを支援すればよいかに
ついて新たな示唆となると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 わが国の教育課程における重要な課題である、言語能力の充実、特にライティングの促進に
ついて注目する。その理由は、第一に、これまでその重要性が指摘されながら、十分には検討
されてこなかった、児童の学習における学習方略の教授と動機づけ的な支援との両面にあわせ
て介入し、その効果を検証することにある。これにより、方略教授と動機づけ支援という多側
面からなる学習支援の知見を得ることが可能になる。第二に、わが国の教育心理学領域におい
てほとんど行われていない、文章産出に関する学習方略および動機づけ支援の効果について検
討し、自己調整学習研究の文脈において、どのような方略教授や動機づけ支援がよい文章生成
のために重要であるかについて、実証的に明らかにすることにある。スクール・エンゲージメ
ントについて、作文および国語への主体的取り組みを中心に評価、検討する。 
 
３．研究の方法 
方法 研究参加者 Ａ県内の公立小学校１校の６年生４クラスの児童 132 名。 
研究方法 
■実践内容 授業内容については、協力校の教務主任および学年主任を対象とした聞き取りに
よって、例年の同単元の授業実践について情報収集を行った。それをもとに、方略支援と動機
づけ支援という介入の視点を踏まえて修正を加えながら作成した。 
１．単元 ６年生 国語 
２．内容 「自身の体験（修学旅行）をどのように振り返り、下級生に伝えるための文章とし
て構成するか」という点を重視した、作文の内容として構成した。 
■群設定 
（１） 方略教授・動機づけ支援群：文章作成のスキルや方略への介入を行うとともに、その
際の課題への取り組みに対して課題を価値づけ、興味を喚起する働きかけを行う 
（２） 方略教授群：文章作成のスキルや方略への介入のみを行うもの。特に学習活動への価
値づけなど、動機づけ面への働きかけは行わない。 
■測定尺度 
※指導計画の１時間目（プレ）、４時間目、６時間目（ポスト）に以下の尺度を実施 
（１）作文への興味（6 項目・6 件法）：個人的興味と状況的興味の各３項目から構成される。
項目はHarackiewicz, Durik, Barron, & Linnenbrink-Garcia (2008) で用いられた興味の項目
を参考に作成し，「作文」についての面白さや個人的な重要性を尋ねたもの。 
（２）作文へのエンゲージメント（3 項目・6 件法）：作文に関する主体的な取り組み（エンゲ
ージメント）について、Skinner et al(2009)および梅本・田中（2012）によるエンゲージメン
トを測定する項目を参考に作成した。 
（３）作文についての評価 作文の分量（文字量）、および作文の質（構成）について、教員経
験 10 年以上の教師２名により評価された。 
 
４．研究成果 
 その結果、作文の方略のみを教授する群に比べて、方略とその動機づけを支援する介入群で
は、有意な作文の量および質の向上が見られた。そして、作文授業へのエンゲージメントと国
語への主体的エンゲージメントの事後の各指標について有意な正の影響がみられ、方略および
動機づけ支援群においてより高い効果が認められた。さらにその結果は、児童の状況的および
個人的興味の程度を統制した共分散分析の結果においても示された。 
 これらのことから、方略だけでなく動機づけ支援を行うことが、ライティングの質と量を高
め、エンゲージメントに積極的な影響を及ぼすことが示された。すなわち、ライティングの教
授の際に、“なぜそれを書くのか”という動機づけにも注目した指導、支援によって、児童の主
体的・能動的な取り組みが促されるという、有意義な成果を示すものであった。 
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